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論文

低領域標準抵抗器の校正における不確かさの評価

* *水野裕正 長谷川守一

Evaluation of uncertainty for the calibration of Low-Resistance Standard

Hiromasa MIZUNO and Morikazu HASEGAWA

An uncertainty component, which arises from a systematic effect, may in some cases beAbstract
evaluated by method A while in the other cases by method B. This paper describes a evaluation of

an uncertaity component by the arising from the calibration of a Low-Resistance Standard with the

use of the range extender. The uncertainty of this calibration has been estimated according to the

"Guide to the Expression of Uncertainty in Measurement . As a result,estimates of the low”

standard resistance expanded uncertainty 2 is as follows.( σ)
－６・ Ω10m Low-Resistance Standard ±8×10
－６・ Ω1m Low-Resistance Standard ±14×10

Uncertainty, Calibration, Low-Resistance StandardKeywords

１．緒 言
測定データの信頼性，互換性を確保するためには，各

種の標準器および計測器等の維持・管理が国家計量標準

にトレーサブルであることが要求される。

当所に於ける抵抗標準のトレーサビリティ体系は，図

１に示すように特定副標準器で定期的に校正される特定

二次標準器(Ｌ Ｎ社製， Ω)を基準としている。& 1

1 10m従来，当所に於ける低領域標準抵抗器( ｍΩ，

Ω)の校正方法は電圧降下法のみ可能であった。この方法

は，基準器となる ｍΩ， ｍΩの標準抵抗器を特定二1 10

次標準器とは別に，日本電気計器検定所に校正依頼する

必要があるため，当所の特定二次標準器とトレーサブル

でないという問題点が生じていた。

本研究は，低抵抗の標準供給を目的に，当所の特定二

1 10次標準器にトレーサブルな低領域標準抵抗器( ｍΩ，

ｍΩ)の校正方法を検討し，校正における不確かさを「測

定における不確かさの表示方法に関する指針」 により評１）

価したものである。

２．低領域標準抵抗器の校正方法
2.1 校正回路

2.1.1 1ｍΩの校正

Ωの校正は，図２の回路で抵抗測定ブリッジの標1m

準抵抗器( )側に特定二次標準器の電圧端子，電流端子Rs

をそれぞれ接続する。次に，被測定抵抗器( )の電圧端Rx

子は抵抗測定ブリッジに接続し，抵抗測定ブリッジの電

流端子は短絡する。被測定抵抗器の ， 端子を抵抗C1 C2
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図１ 抵抗標準のトレーサビリティ体系

測定拡張器の の端子に接続する。接続用リード線1000:1

は，低熱起電力シールド線を用いた。また，使用した標

準抵抗器は， ℃の恒温油槽内に入れた。25

2.1.2 10ｍΩの校正

ｍΩの校正は， ｍΩと同様な方法で接続し，被測10 1

定抵抗器の ， 端子を抵抗測定拡張器の の端C1 C2 100:1

子に接続する。

抵抗範囲拡張器を用いた低抵抗の測定方法は，被測定

抵抗器に抵抗測定ブリッジの 倍または， 倍の電1000 100

流を流し，感度を向上させている。

2.2 校正に使用する機器

低領域標準抵抗器の校正に使用する機器を表１に示す。

当所では， Ω， Ωの標準抵抗器を各 台所有1m 10m 2

している。試験品として使用した標準抵抗器は，過去の

データ履歴から安定性のよいＬ＆Ｎ社製の Ωと Ω1 10m
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を選択した。図３は，日本電気計器検定所で試験した

Ω標準抵抗器の校正履歴である。10m

図２ 校正機器の接続図

表１ 校正に使用する機器

図３ 日本電気計器検定所で試験した

Ω標準抵抗器の校正履歴10m
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2.3 環境条件

低領域標準抵抗器の校正を行う電気精密計測実験室は，

恒温恒湿室になっている。温湿度の調整は，機械室であ

らかじめ温度 ℃，相対湿度 ％に調整された空気を23 50

フイルタを通し，塵埃等を除去して ケ所の吹き出し口6

から実験室に送り込まれ， ケ所の吸気口から排出して2

行っている。表２に実験室の環境条件を示す。

表２ 実験室の環境条件

室温 ℃± ℃23 0.5

相対湿度 ％± ％50 5

標準抵抗器保管油槽温度 ℃25.0

３．不確かさの評価

3.1 1 Ω， Ωの測定値のばらつきm 10m
抵抗測定範囲拡張器を用いた時の標準抵抗器の安定性

および再現性を評価するため日を変えて測定を行った。

図４に測定値を示す。電流比 で Ωの測定時の1:1000 1m

ばらつきは， で，電流比 で Ωの測定1.48ppm 1:100 10m

時のばらつきは， であった。0.494ppm

図４ Ω， Ωの測定値のばらつき1m 10m

3.2 抵抗測定範囲拡張器の電流比

電流比の不確かさは，校正用ワーキングスタンダード

0.1 10 100 3（以降，校正用ＷＳ）である Ω， Ω， Ωの

台の標準抵抗器を使用し， Ω： Ωで の，0.1 100 1:1000

Ω Ωで の抵抗比を求めた。0.1 :10 1:100

3.2.1 電流比 の場合1:1000
校正用ＷＳの Ωを基準として，電流比 を使0.1 1:1000

用して Ωの測定を行った値（測定値）と，校正用Ｗ100

Ｓの Ωの校正値を Ωの校正値で除算した値（計0.1 100

算値）の比較を図５に示す。 回の測定値のばらつきは，5

である。0.081ppm

3.2.2 電流比 の場合1:100
校正用ＷＳの Ωを基準として，電流比 を使0.1 1:100

用して Ωの測定を行った値（測定値）と，校正用ＷＳ10

の Ωの校正値を Ωの校正値で除算した値（計算0.1 10

値）の比較を図６に示す。 回の測定値のばらつきは，5

である。0.085ppm
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0.1 1:図５ 校正用ＷＳの Ωを基準として，電流比

を使用して Ωの測定を行った値（測1000 100

定値）と（計算値）の比較

0.1 1:図６ 校正用ＷＳの Ωを基準として，電流比

を使用して Ωの測定を行った値（測定100 10

値）と（計算値）の比較

3.2.3 校正用ＷＳの不確かさ

本測定に用いた校正用ＷＳである 台の標準抵抗器の3

不確かさは， Ωでは ， Ωでは ，0.1 1.71ppm 10 2.28ppm

Ωでは である。100 2.94ppm

抵抗測定範囲拡張器の電流比の合成不確かさは電流比

では ，電流比 では である。1:1000 6.33ppm 1:100 3.38ppm

3.3 特定二次標準器

3.3.1 特定二次標準器の不確かさ

特定二次標準器（ Ω）は，毎年 回，日本電気計器1 1

検定所で校正される。その不確かさは， ( 標準偏2.5ppm 2

差相当)である。

3.3.2 特定二次標準器の経年変化

日本電気計器検定所で校正された過去 年間の特定二10

次標準器の校正履歴を図７に示す。

抵抗値の経年変化を最小二乗法で直線近似して，求め

ると， 年間の抵抗変化は と推定できる。1 0.5ppm

3.4 抵抗測定ブリッジ

3.4.1 抵抗測定ブリッジの直線性（1：1）

抵抗測定ブリッジの( )側に特定二次標準器を接続し，Rs
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図７ 特定二次標準器（ Ω）の経年変化1

( )側に標準抵抗器（ Ω）を接続して，測定を行い，Rx 1

この時の抵抗測定ブリッジのダイヤルの の値を求Rx/Rs

めた。次に，この２つの標準抵抗器を交換して同様に測

定し， の抵抗測定ブリッジのダイヤル値を求める。Rs/Rx

この 値と 値の積を求めることにより，抵抗Rx/Rs Rs/Rx

5測定ブリッジの直線性の不確かさを評価した。測定を

Rx/Rs Rs/Rx 1.00000016回行い， 値と 値の積の平均は，

であった。測定結果を図８に示す。測定のばらつきは，

であり，抵抗測定ブリッジの直線性の不確かさ0.04ppm

は である。0.108ppm

図８ 抵抗測定ブリッジの直線性

3.4.2 抵抗測定ブリッジの分解能

8 1抵抗測定ブリッジは ダイヤルで構成されている。

対 の測定を行う時の分解能は である。また，1 0.1ppm

ゼロ検出感度について， の変化に対する指針の振0.1ppm

れは，倍率 で 程度あり， を確定するの300 3div 0.1ppm

に十分な検出感度である。

3.5 ディジタル温度計

ディジタル温度計の表示値は，水の三重点（ ℃）0.01

と の融点( ℃)で校正した。また，温度の認定Ga 29.765

校正機関で校正したガラス製温度計（不確かさ )と50mK

照合して， ℃以内で一致していた。校正の不確かさ0.02

は， である。0.097ppm
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3.6 恒温油槽

3.6.1 恒温油槽の安定度

油槽内の温度安定度分布を調べるため，図９のような

平面図の ヶ所と深さ方向に温度センサを移動し，温度5

を測定した。その結果を表３－１及び表３－２に示す。

1 3 9表には，それぞれの位置で ヶ所に付き 分間隔で

回測定したときの最高値と最低値を示す。同一ヶ所での

最高値と最低値の差が測定時間中（約 分）の安定度で24

ある。①から⑤の差が温度分布を示す。

この測定結果から温度の安定度は ℃， カ所での0.002 5

温度分布は ℃程度と推定される。上下の差は，④0.007

が一番大きく ℃であった。この温度分布の変化に0.004

よる測定値への影響はないと推定する。

図９ オイルバスの温度分布測定

表３－１ 測定結果

表３－２ 測定結果

3.6.2 流動パラフィンの絶縁抵抗

油槽内で使用している流動パラフィンの絶縁抵抗を測

定した結果 （Ω・ ）以上であった。このことから，10 cm14

流動パラフィンの絶縁抵抗による測定値への影響はない

と判断する。

3.7 試験環境の温湿度変化

試験を実施した恒温恒湿室の温度変化を 分間隔で朝1

時から夕方 時まで実測すると，室内の中心部で最高9 6

値 ℃，最低値 ℃，平均 ℃であった。また，23.3 22.3 22.7

相対湿度の変化は室内記録計で ％～ ％であった。50 51

このことから，温湿度による測定値への影響はないと判

断する。

3.8 不確かさの見積結果

低領域標準準抵抗器（ ｍΩ， ｍΩ）の校正におけ1 10

る不確かさの要因を上記の 項目について検討を行った。7

不確かさの見積結果を表４に示す。合成不確かさは，不

確かさの伝搬則より，各不確かさ要因の二乗和の正の平

方根より求め， ｍΩでは ， ｍΩでは1 6.775ppm 10

である。拡張不確かさは，合成不確かさに包含3.914ppm

係数ｋを乗じて求められる。包含係数をｋ＝ （ ％の2 95

信頼水準）として，拡張不確かさを求めると， Ωで1m

は ， ｍΩでは である。13.55ppm 10 7.828ppm

表４ 不確かさの見積結果

４．結 言

低領域標準抵抗器の校正における不確かさは，見積結

果より， ｍΩでは ， ｍΩでは 程度であ1 14ppm 10 8ppm

ると評価した。

低領域標準抵抗器の校正方法として，従来行っていた

電圧降下法は，信号電圧に比べ，熱起電力や測定電流の

不安定等の誤差要因が大きく精度よい校正が困難であっ

た。一方，今回の校正方法であるブリッジ法は，抵抗測

定範囲拡張器の不確かさの要因が最も大きい機器である

が，この機器を使用することがブリッジ法の利点であり，

従来行っていた電圧降下法に比べ，約 倍の精度向上が4

図れ，標準供給のための十分な精度が得られることを確

認した。
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